
　       　　　　　   平成27年度当初予算会計別一覧表 単位：千円、％

27年度予算額 26年度予算額 差引 対前年比

(A) (B) (A)－(B) （A）／（B）

（当初）

25,822,085 3,394,321 113.1
（当初+５月補正）

28,067,092 1,149,314 104.1

国民健康保険事業 6,452,732 5,766,512 686,220 111.9

介 護 保 険 事 業 5,240,426 5,035,652 204,774 104.1

後期高齢者医療事業 568,804 568,940 △ 136 100.0

簡 易 水 道 事 業 243,816 223,179 20,637 109.2

温 泉 配 湯 事 業 9,484 9,481 3 100.0

住宅資金貸付事業 69,987 60,854 9,133 115.0

高齢者・障害者住宅
整備資金貸付事業

0 1,093 △ 1,093 0.0

土 地 取 得 事 業 36,000 36,000 0 100.0

下 水 道 事 業 3,003,686 3,119,375 △ 115,689 96.3

駐 車 場 事 業 6,613 6,813 △ 200 97.1

集 落 排 水 事 業 677,507 675,059 2,448 100.4

国 民 宿 舎 事 業 66,063 67,236 △ 1,173 98.3

高 城 財 産 区 13,184 18,260 △ 5,076 72.2

小 鴨 財 産 区 4,786 3,512 1,274 136.3

北 谷 財 産 区 258 258 0 100.0

上 北 条 財 産 区 19,708 20,603 △ 895 95.7

16,413,054 15,612,827 800,227 105.1

企

業

会

計

水 道 事 業 1,261,737 1,282,031 △ 20,294 98.4

（当初）

42,716,943 4,174,254 109.8
（当初+５月補正）

44,961,950 1,929,247 104.3

 　　区　　　　　分

一　般　会　計 29,216,406

 
特

別

会

計

小 計

合計 46,891,197



基金の状況【平成27年度当初】
（単位：千円）

26年度末 27年度末

見 込 額 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

文 化 基 金 16,749 12,002 3,000 25,751

博 物 館 資 料 整 備 基 金 11,075 7,002 5,000 13,077

緑 を 守 り 育 て る 基 金 64,958 61,828 9,641 117,145

職 員 退 職 手 当 基 金 253,712 357 254,069

公 共 施 設 等 建 設 基 金 87,199 123 87,322

教 育 振 興 基 金 161,099 3,053 1,583 162,569

ふ るさ と農 村 活 性 化 基 金 17,941 27 17,968

集 落 排 水 事 業 推 進 基 金 322,454 7,742 46,128 284,068

若 者 の 定 住 化 促 進 基 金 1,224,473 31,708 48,048 1,208,133

遥かなまち倉吉ふるさと基金 38,170 28,021 30,000 36,191

企 業 立 地 推 進 基 金 200,811 562 201,373

湯 の 関 振 興 基 金 12,317 18 12,335 0

地 域 産 業 振 興 基 金 100,000 1,540 101,540

財 政 調 整 基 金 1,214,137 2,018 129,447 1,086,708

減 債 基 金 941,344 76,322 29,198 988,468

計 4,666,439 232,323 314,380 4,584,382

（単位：千円）

26年度末 27年度末

見 込 額 積立見込額 取崩見込額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

国民健康保険財政調整基金 486,000 683 65,683 421,000

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 202,550 35,565 0 238,115

簡 易 水 道 事 業 積 立 基 金 10,458 15 683 9,790

温 泉 配 湯 事 業 積 立 基 金 22,315 1,339 1 23,653

高 城財 産区 財 政 調 整 基 金 46,046 70 3,694 42,422

用 品 調 達 基 金 2,400 2,600 2,550 2,450

土 地 開 発 基 金 18,702 16,000 20,000 14,702

計 788,471 56,272 92,611 752,132

区　　　分

27年度

区　　　分

27年度



（単位：千円）

☆…新規　◎…拡充

会計名 款 項 目 事業 区分 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

一般 1 - - - 税務課 市税 1 5,561,579 5,561,579

〃 6 1 1 - 税務課 地方交付税交付金 1 922,770 922,770

〃 10 1 1 - 財政課 地方交付税 2 7,500,000 7,500,000

〃 18 1 - - 財政課 基金繰入金 2 316,930 129,447

〃 21 1 9 - 財政課 臨時財政対策債 3 822,640 822,640

一般 2 1 1 9 総務課 電算業務（社会保障・税番号システム整備） 4 24,036 3,400

〃 9 1 5 11 ☆ 総務課 防災倉庫建設事業 4 30,880 80

〃 9 1 4 1 ☆ 防災安全課 水防対策（水防救助用無線整備） 5 1,391 91

〃 2 1 1 19 ☆ 職員課 人件費（任期付） 5 13,321 13,321

〃 2 1 4 1 ☆ 財政課 財政事務（固定資産台帳整備） 6 6,048 6,048

〃 2 1 6 31 財政課 ふるさと納税 6 168,928 168,928

〃 2 3 1 2 ☆ 市民課 戸籍住民登録事務（個人番号カード交付事業） 7 18,510 0

〃 2 1 7 45 総合政策課 中心市街地活性化推進事業 7 8,825 8,825

〃 2 1 7 7 ◎ 地域づくり支援課 緑を守り育てる 8 1,771 0

〃 2 1 7 29 ◎ 地域づくり支援課 定住対策事業 9 9,949 0

〃 2 1 7 30 地域づくり支援課 若者定住・ＵＪＩターン事業 10 28,915 0

〃 2 1 7 42 地域づくり支援課 集落支援員活用事業 11 13,196 13,096

〃 2 1 7 46 地域づくり支援課 シビックセンターたからや跡地整備事業 11 92,137 4,637

〃 7 1 3 25 観光交流課 地域資源観光活用事業（関金地区） 12 7,642 5,801

7 1 3 28 ☆ 観光交流課 地域おこし協力隊による関金活性化事業 12 2 821 2 821

平 成 27 年 度 予 算 主 な 事 業 一 覧 表

歳入

歳出

〃 7 1 3 28 ☆ 観光交流課 地域おこし協力隊による関金活性化事業 12 2,821 2,821

〃 3 1 1 2 福祉課 社会福祉総務（社会保障・税番号制度システム改修） 13 23,505 7,372

〃 3 1 1 42 ☆ 福祉課 生活困窮者自立支援 13 20,414 5,060

〃 3 3 2 1 ☆ 福祉課 生活保護（就労準備支援事業） 14 8,329 4,996

〃 3 2 1 8 ◎ 子ども家庭課 児童健全育成 14 62,979 22,975

〃 3 2 1 35 ◎ 子ども家庭課 公立放課後児童クラブ運営 15 51,605 18,146

〃 3 2 1 36 ☆ 子ども家庭課 放課後児童クラブ整備事業 15 35,457 9,427

〃 3 2 2 2 ◎ 子ども家庭課 保育所運営 16 1,746,222 599,468

〃 3 2 2 13 ☆ 子ども家庭課 公立保育園整備改修事業 16 32,253 3,253

〃 3 2 6 1 ◎ 子ども家庭課 家庭児童相談室運営 17 5,813 2,473

〃 3 1 4 21 ◎ 長寿社会課 認知症にかかる支援体制整備事業（定住自立圏） 17 2,130 2,130

〃 6 1 3 23 ◎ 農林課 鳥取梨生産振興事業 18 17,757 6,218

〃 6 1 3 27 ☆ 農林課 地域特産品づくり事業 18 500 500

〃 6 1 3 62 ☆ 農林課 薬用作物産地確立支援事業 19 1,040 0

〃 6 1 5 1 ☆ 農林課 土地改良（農業水利施設保全合理化及び農業基盤整備） 19 36,000 5,470

〃 7 1 2 24 商工課 医療機器関連企業誘致事業 20 1,317,640 42,206

〃 7 1 2 26 商工課 大谷工業団地再整備事業 20 137,681 137,681

〃 7 1 2 27 ☆ 商工課 ポップカルチャーによる観光客等誘致促進事業 21 8,000 4,000

〃 8 4 2 1 ◎ 管理課 打吹公園管理（遊歩道整備、サル舎改修） 21 12,824 500

〃 8 4 2 4 ☆ 管理課 公園管理事業（緑地帯整備、公園遊具更新） 22 6,927 2,927

〃 8 4 2 16 ◎ 管理課 公園施設長寿命化対策支援事業 22 12,770 686

〃 8 1 2 3 ☆ 景観まちづくり課 営繕（公共施設マネジメント計画作成） 23 10,800 10,800



会計名 款 項 目 事業 区分 担当課 事業名 ページ 予算額 一般財源

一般 8 5 2 2 景観まちづくり課 地域住宅交付金事業 23 629,319 2,047

〃 10 2 3 1 教育総務課 成徳小学校耐震補強事業 24 320,495 17,605

〃 10 2 3 3 教育総務課 上灘小学校耐震補強事業 24 112,424 75

〃 10 2 3 5 教育総務課 灘手小学校耐震補強事業 25 163,437 21

〃 10 2 3 9 教育総務課 上小鴨小学校耐震補強事業 25 187,091 20

〃 10 2 3 10 教育総務課 明倫小学校耐震補強事業 26 391,546 26

〃 10 2 3 11 教育総務課 小学校屋内運動場等天井等落下防止対策事業 26 189,196 1

〃 10 2 3 13 ☆ 教育総務課 小鴨小学校校舎増築事業 27 17,014 17,014

〃 10 3 3 2 教育総務課 西中学校耐震補強事業 27 75,000 78

〃 10 3 3 4 教育総務課 中学校屋内運動場等天井等落下防止対策事業 28 83,072 6

〃 10 3 3 5 教育総務課 久米中学校耐震補強事業 28 75,000 115

〃 10 1 2 28 ☆ 学校教育課 適正配置準備 29 54 54

〃 10 1 2 29 ☆ 学校教育課 早期支援研究事業 29 3,619 0

〃 10 5 2 1 ◎ 生涯学習課 体育施設維持管理（体育施設改修） 30 77,434 27,542

〃 10 4 3 5 ◎ 文化財課 伝統的建造物群保存地区保存事業 30 31,074 875

〃 10 4 3 6 ☆ 文化財課
指定文化財保存整備（波波伎神社社叢緊急調
査、倉吉淀屋付属建物解体）

31 5,746 1,287

〃 10 4 5 2 ☆ 博物館 博物館維持管理（博物館耐震改修、展示ケース購入） 31 164,708 15,604

〃 10 4 5 30 ☆ 博物館 特別展「舘野鴻絵本原画展」 32 1,867 1,342

〃 10 4 5 31 ☆ 博物館 くまのがっこう絵本原画展 32 2,001 2,001

前年度予算額について

　各事業の前年度予算額については、平成26年度当初予算が骨格予算であったため、５月補正後の予算額と
した。



担 当 課 施 策

事 業 名 4

会計・予算科目 会計 一般 款 1 項 目

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

5,548,328 5,561,579

担 当 課 施 策

事 業 名 6

会計・予算科目 会計 一般 款 6 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

617,003 922,770

地方消費税交付金 地方消費税交付金 地方消費税交付金

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

922,770

税務課 40 安定的に自主財源を確保する

【歳入】市税 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

市税

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

5,561,579

事業の目的・意図

　法令等に基づく適正な賦課徴収を行い、歳入を確保する。

事業の概要（積算根拠　等）

市税歳入は、26年度に比べ13,251千円の増額（＋0.24％）を見込む。

　個人市民税　1,808,300千円（年間給与総額の増加による増  38,600千円）
　法人市民税　  516,000千円（地方法人税創設に伴う税率変更（14.7％→12.1％）よる減 △6,700千円）
　固定資産税　2,719,649千円（評価替えに係る地価の下落及び家屋の減価による減、設備投資の回復による
　　　　　　　　　　　　　　 償却資産の増 △5,589千円）
　軽自動車税　  137,800千円（前年度当初予算における四輪登録台数の過大見込に伴う減 △2,700千円）
　たばこ税　　  376,000千円（たばこ消費の減少による減 △9,000千円）
　入湯税　　　    1,930千円（入湯者数の減少による減 △260千円）
　都市計画税　    1,900千円（滞納繰越額の減少による減 △1,100千円）

税務課 37 財政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】地方消費税交付金 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

事業の目的・意図

　消費税等の税率8％のうち、県税である地方消費税率1.7％相当額の1/2が県内市町村に交付されるもの。
　平成26年４月１日の消費税率改正に伴う地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保
障施策に要する経費に充てるものとされた。

事業の概要（積算根拠　等）

地方消費税交付金のうち　一般財源分　562,843千円　社会保障財源分 359,927千円

◆引上げ分の地方消費税の使途の明確化（社会保障施策に要する経費に充てるもの）
≪歳入≫地方消費税交付金のうち、引き上げ分の増収見込み　359,927千円
≪歳出≫社会保障施策に要する経費　　　　　　　　　　　7,077,612千円（うち一般財源3,118,221千円）

1



担 当 課 施 策

事 業 名 7

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

7,650,000 7,500,000

担 当 課 施 策

事 業 名 24

会計・予算科目 会計 一般 款 18 項 1 目

財政課 37 財政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】地方交付税 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

地方交付税 地方交付税 地方交付税

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

7,500,000

事業の目的・意図

　普通交付税は、地方公共団体が自主的に行政を執行する機能を損なうことなく財源の均衡を図るため、財政需
要額が財政収入額を超える地方公共団体に対し交付されるもの。地方交付税全体の94％。
　特別交付税は、災害等の特別な財政需要を考慮して交付されるもので、地方交付税全体の6％。

事業の概要（積算根拠　等）

普通交付税　6,700,000千円
　地方財政計画△0.8％と合併算定替の縮減分を考慮。

特別交付税　　800,000千円
　地方財政計画△0.8％を考慮。

財政課 37 財政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】基金繰入金 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

繰入金 基金繰入金

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,527,591 129,447

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

316,930 187,483

事業の目的・意図

　基金は特定の目的のために設置されたものであり、その目的達成のために必要な金額を一般会計に繰り入れる
もの。

事業の概要（積算根拠　等）

主な基金繰入金
●財政調整基金繰入金・・・129,447千円（収支調整）
●減債基金繰入金・・・29,198千円（公債費の一部に充当）
●若者の定住化促進基金繰入金・・・48,048千円（定住対策事業 7,056千円、若者定住・UJIターン事業 10,992
千円、保育所運営 30,000千円）
●遥かなまち倉吉ふるさと基金繰入金・・・30,000千円（打吹公園管理 20,000千円、伝統的建造物群保存地区
保存事業 10,000千円）

2



担 当 課 施 策

事 業 名 33

会計・予算科目 会計 一般 款 21 項 1 目 9

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

903,818 822,640

財政課 37 財政資源をより一層効果的・効率的に活用する

【歳入】臨時財政対策債 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

市債 市債 臨時財政対策債

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

822,640

事業の目的・意図

　臨時財政対策債は、国の地方交付税として交付するべき財源が不足した場合に、地方交付税の交付額を減らし
て、その分を地方公共団体に地方債を発行させる制度。償還に要する費用は後年度の地方交付税で措置される。

事業の概要（積算根拠　等）

地方財政対策における臨時財政対策債の増加率を考慮。
　　H26決定額930,072千円×（H27）19,327億円 / （H26）21,851億円　≒　822,640千円

3



担 当 課 施 策

事 業 名 37

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 20,636 3,400

「社会保障・税番号制度」に対応するため、番号管理・照会・提供機能を各業務システムに付加するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

【対象システム】
　住民基本台帳、地方税、統合宛名

○社会保障・税番号制度システム整備：17,500千円
○社会保障・税番号制度中間サーバ利用負担金：6,536千円（全国共通基盤）

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】社会保障・税番号制度システム整備費補助金　　20,636千円
　住民基本台帳(10/10)：2,800千円、地方税務(2/3)：6,800千円、統合宛名(10/10)：4,500千円
　中間サーバ利用負担金(10/10)：6,536千円

本年度予算額
（千円）

24,036

事業の目的・意図

総務課 42 双方向型の情報提供を充実させる

電算業務（社会保障・税番号システム整備） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 一般管理費

予算額の
財源内訳

県 地方債 その他

担 当 課 施 策

事 業 名 115

会計・予算科目 会計 一般 款 9 項 1 目 5

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 80

総務課 33 災害に強いまちをつくる

防災倉庫建設事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

消防費 消防費 災害対策費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

30,880 30,800

事業の目的・意図

　市の備蓄物資等は、施設を分散して保管しており、災害時に避難所等へ備蓄物資を速やかに輸送するため、市
役所周辺に防災倉庫を設置するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

○旧老人福祉センター跡地に、大規模災害時の防災・減災対策のため必要な施設を整備する。
　①防災資機材備蓄施設の建設
　②近隣住民のための指定緊急避難場所
　③支援物資の一時貯蓄、仕分け場所
　④緊急支援隊車輌の駐車場

主な特定財源（名称、金額　等）

【地方債】緊急防災減災事業債(充当率100％)　30,800千円
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担 当 課 施 策

事 業 名 115

会計・予算科目 会計 一般 款 9 項 1 目 4

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 91

主な特定財源（名称、金額　等）

【地方債】緊急防災・減災事業債（100％）
　事業費　1,391千円×100％＝1,391千円≒1,300千円

1,300

事業の目的・意図

　消防団（水防団）の簡易無線機の伝達範囲を市内一円に拡大し、水害に備えた災害対応能力の強化を図るた
め、市役所と四王寺山に簡易無線の整備（システム改修）を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

消防団（水防団）の簡易無線のエリア拡大のためのシステム整備委託料　　1,391千円

消防費 消防費 水防費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,391

防災安全課 33　災害に強いまちをつくる

水防対策（水防救助用無線整備） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

担 当 課 施 策

事 業 名 35

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 13,321

職員課 37 財政資源をより一層効果的・効率的に活用する

人件費（任期付） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 一般管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

13,321

事業の目的・意図

　専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要する場合等に、当該専門的な知識経験が必要とされる
業務に従事させることが適任と認められる者を任期を定めて採用する。
（制度内容）
　週15時間30分から31時間までの短時間勤務で可能。
　任期は、採用の日から３年以内。ただし、採用の日から５年以内まで更新可能。
　退職手当、扶養手当、住居手当、単身赴任手当は支給しない。

事業の概要（積算根拠　等）

給料　  　　　7,677千円
職員手当等　　3,812千円
共済費　　　　1,832千円

主な特定財源（名称、金額　等）

5



担 当 課 施 策

事 業 名 40

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 4

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 6,048

財政課 40 安定的に自主財源を確保する

予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 財政管理費

財政事務（固定資産台帳整備）

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

6,048

事業の目的・意図

　平成28年度決算から統一基準に基づく財務書類を作成するため、貸借対照表等の作成に必要な固定資産台帳を
整備するもの。
　平成26年５月23日付総務大臣通知「今後の地方公会計の整備促進について」及び平成27年１月23日付総務大臣
通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」により、全ての地方公共団体は、統一的な基準によ
る財務書類等を平成27年度から平成29年度までに作成し、積極的に活用することとなっている。

事業の概要（積算根拠　等）

　平成27年度から28年度にかけて、市が所有する固定資産（庁舎、学校、道路等）の洗い出し調査、固定資産評
価当を行い、固定資産台帳を整備する。

固定資産台帳整備委託料　　　6,048千円
（債務負担行為：平成28年度　7,074千円）

担 当 課 施 策

事 業 名 41

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 6

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

36,671 168,928

主な特定財源（名称、金額　等）

事業の目的・意図

　財源の確保と地域産品を全国発信するため、ふるさと納税を推進する。
　贈呈品を更に充実させ、地域産品のPRと地域産業活性化を図る。

事業の概要（積算根拠　等）

受付・発送事務補助（2.5人） 5,055千円(社会保険料・賃金）
街頭ＰＲ報償金　　　　　　　　 16千円
ふるさと納税贈呈品　　　　152,250千円
Web広告料 　　　　　　　　  5,000千円
パンフレット、封筒作成　　    791千円
証明書送付　　　　　　　　  1,804千円
パンフレット送付　　　　　　　984千円
クレジット等手数料　　　　  3,028千円

※ふるさと納税収入見込　21,892件　360,000千円

総務費 総務管理費 財産管理費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

168,928

財政課 40 安定的に自主財源を確保する

ふるさと納税 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ
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担 当 課 施 策

事 業 名 50

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 3 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 18,171 0

事業の目的・意図

　平成25年５月31日に公布された「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法
律」に基づき、番号通知カード及び個人番号カードの交付を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

①平成27年10月に住民票を有するすべての方に1人一つの番号が付番、番号通知カードにより個人番号を通知す
る。
②通知カードとともに送られる個人番号カードの交付申請書により、個人番号カードの申請の受付を行う。
③個人番号カードの作成
④個人番号カードの交付
　①～③については、地方公共団体情報システム機構へ委託
　個人番号カード等関連事務費交付金　17,160千円
個人番号カードの交付事務のため臨時職員１人雇用（平成27年10月～平成28年3月末）
　賃金等　1,011千円
タッチパネル設置等手数料　339千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】個人番号カード交付事業費補助金（10/10）　18,171千円

地方債 その他

18,510 339

総務費 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県

市民課 37　財政資源をより一層効果的・効率的に活用する

戸籍住民登録事務（個人番号カード交付事業） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

担 当 課 施 策

事 業 名 42

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

9,039 8,825

中心市街地活性化推進事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費

総合政策課 【戦略】25 にぎわいのあるまちなかを再生する

企画費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

8,825

事業の目的・意図

　中心市街地活性化に関する施策を総合的かつ一体的に推進するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

　中心市街地の継続的な活性化を図るため、策定した計画の追加変更等を行うとともに、必要とされる調査を実
施する。また、計画の認定に必須となる法定協議会の運営を支援する。

　・検討委員会委員謝金　155千円
　・基本計画変更認定協議等に係る旅費　882千円
　・調査・分析、会合開催、パブリックコメント、計画策定などの支援委託
　　　836千円（債務負担行為を設定；全体5,433千円－H26分4,597千円）
　　※内閣府による計画の認定時期が平成27年度になる予定
　　　→委託のうち一部（認定計画の印刷、打合せ）を平成27年度実施
　・協議会設立運営に関する補助金　　6,848千円
　　（タウンマネジャー設置費、中心市街地商業活性化アドバイザー派遣費などへの補助）

主な特定財源（名称、金額　等）
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担 当 課 施 策

事 業 名 42

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

971

地域づくり支援課 30 水と緑の豊かな自然環境を守り、育てる

緑を守り育てる 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 企画費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,771 1,771

事業の目的・意図

　緑化の機運を高め、緑を保全する意識を涵養するため、市民が身近な自然に親しむ機会の創出と今ある自然を
守り増やし後世に伝えていく意識の啓発を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・緑を守り育てる審議会 18千円
　委員報酬　2,000円×９人×１回＝18,000円
・保存樹・保存林事業(樹木診断、看板修繕、管理者研修、管理謝金支払、保全補助金)　　1,699千円
　樹木診断謝金　6,000円×１人＝6,000円
　管理謝金　　　(保存樹)5,000円×55件＝275,000円　　(保存林)10,000円×31件＝310,000円
　看板修繕費　　30,000円×５か所＝150,000円
　樹木診断手数料　30,000円×５か所＝150,000円
　通信運搬費　　管理者報告切手　8,000円
・【新規】保存樹・保存林保全補助金　800千円
　保存樹・保存林の保全に要する費用について補助を行う。
　補助金　400,000円×補助率2/3（上限500千円）×3件＝800,000円
　交付条件：樹木診断（６～10月頃実施）受診の結果、以下の処置を要する場合。
　　　　　（１）長命に関する処置
　　　　　　　指定樹木の枯死、枯損、倒木等を防ぐための手術、土壌改良、支柱の設置等
　　　　　（２）害虫被害に対する処置
　　　　　　　害虫の被害拡大防止策として行う、枯死した樹木の伐採及び駆除処理
　　　　　　　害虫による被害を未然に防ぐ目的で行う、薬剤の樹幹注入処置
　　　　　（３）その他、保全に必要と認められる処置
・緑の日・緑化月間事業(緑の観察会、名木めぐりバスツアーなど)　　54千円

緑化と保全 意識啓発 ため 緑を守り育 条例が定め 保存林 観察などを行うも　　緑化と保全の意識啓発のため、緑を守り育てる条例が定める日に保存林の観察などを行うもの。
　講師謝金　6,000円×４回＝24,000円
　消耗品費　　　樹木看板等　30,000円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】緑を守り育てる基金繰入金　1,771千円
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担 当 課 施 策

事 業 名 43

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

15,221 0

地域づくり支援課 【戦略】22 地域における人と人の結びつきを強め、地域力を高める

定住対策事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 企画費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

9,949 2,893 7,056

事業の目的・意図

　移住定住希望者に対し、住宅の取得を支援する交付金等の交付など、移住定住の促進を図る。

事業の概要（積算根拠　等）

１　地域力創造アドバイザー業務委託　3,455千円
・地域活性化の取組みに関する知見やノウハウを有する外部専門家を招へいし、指導・助言を受けながら、地域
　独自の魅力や価値の向上を目指す。（総務省外部専門家招へい事業：特別交付税措置あり）
・平成26年度は明倫地区にアドバイザーの派遣を行い、地域住民がワークショップを通じて地域力創造に取り組
　んでいく将来像を整理し、共有化する作業を進めた。平成27年度も引き続き明倫地区にアドバイザーの派遣を
　行い、将来像を実現するための指導・助言を受ける。
　
２　倉吉市移住定住者住宅取得支援補助金　　4,400千円
・移住者の住宅の新築または購入及び改修に係る経費を支援する
・補助額　①新築住宅の建築費用の5％　（2人以上での移住で上限100万円、単身移住上限50万円）
　　　　　②中古住宅を購入費用の5％（上限50万円）
　　　　　③中古住宅の改修費用の10％（上限35万円）
　　　　　④【新規】店舗兼住宅の店舗改修費用の10％（上限35万円）
　　　　　　移住者が起業するための資金を支援するもの

３　移住定住推進活動費補助金　　　1,239千円
・お試し住宅を活用して移住定住に取り組む団体の活動を支援する。（移住定住マッチング事業）
（1）明倫地区（まちなか版）
　　パソコン等リース料・ネットワーク接続費・人件費等　551,312円
（2）北谷地区（中山間地版）（2）北谷地区（中山間地版）
　　北谷暮らし体験ツアー開催・旅費・ネットワーク接続費・人件費等　687,080円

４　倉吉市移住定住促進空き家取得事業支援助成金　　300千円
・県外からの移住者が、空き家バンクから住宅を購入をした際に1戸あたり15万円の助成を行う。
　補助金　150,000円×２件＝300,000円

５【新規】賃貸物件家財処分費助成金　　400千円
・空き家バンク登録の妨げになっている家財の処分費用を支援することにより賃貸物件の空き家バンク登録の拡
　大を図るもの。
・補助金　200,000円×２件＝400,000円

６【新規】賃貸物件家賃等助成金　　150千円
・空き家バンク登録の賃貸物件に移住者が入居する際に家賃等の費用を支援することで定住促進を図るもの。
・補助金　50,000円×３件＝150,000円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】県移住定住推進交付金(補助率1/2)　2,893千円
　　　 住宅取得支援補助金：新築1,000,000円×2件×1/2
       　　　　〃　　　　：中古購入500,000円×2件×1/2+改修350,000円×2件×1/2
       移住定住推進活動費補助金：明倫地区551,312円×1/2、北谷地区687,080円×1/2
       移住定住促進空き家取得支援助成金:150,000円×2件×1/2
       賃貸物件家財処分費助成金：200,000円×2件×1/2
　　　 賃貸物件家賃等助成金：50,000円×3件×1/2
【その他】若者の定住化促進基金繰入金　 　7,056千円
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担 当 課 施 策

事 業 名 42

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

17,991 0

地域づくり支援課 【戦略】22 地域における人と人の結びつきを強め、地域力を高める

若者定住・ＵＪＩターン事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 企画費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

28,915 17,923 10,992

事業の目的・意図

　交流人口、定住人口の増加を図るため、移住定住を希望する人が円滑に市内に定住できるように支援を行うも
の。
　未婚・晩婚化の解消するためのセミナーを開催し、地域住民と課題解決を図るもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・移住定住相談員報酬・社会保険料　　1,989千円
　ワンストップの相談窓口及び移住者の増加のため移住定住相談員1名を雇用（H26年度2月補正の地方創生先行
　型事業での雇用１名とあわせ、２人体制とする）
　報酬142,900円×12月×1名＝1,714,800円
　社会保険料1,714,800円×159.49/1,000＝273,494円　　計1,989,000円

・相談会旅費　　　　　　　　　　　　　1,202千円
　県外への移住定住相談会旅費　　鳥取県主催相談会（大阪12回・東京2回）、
　団体主催相談会（大阪：ふるさと探し相談会・朝日UJI相談会・ふるさと回帰ﾌｪｱ）計4回の相談会へ参加

・消耗品費　（相談会等必要事務用品）　 17千円

・印刷製本費（移住定住促進チラシ）　　90千円
　
・役務費（相談会資料運送料）　　　　　90千円

・婚活事業　出会い力アップセミナー　527千円
　独身者がセミナーを通して、コミュニケーション能力や異性の心理の理解など結婚に必要なスキルを身につけ
　ることを目指す。

講師謝金 100,000円×5回=500,000円　講師謝金　100,000円 5回 500,000円
　旅費　　　5,310円×5回=26,550円

・若者定住等による集落活性化総合対策事業補助金　　25,000千円
　中山間地域の中でも特に小規模高齢化集落（限界集落等）の存続を図るため、県の制度を活用して、将来の地
　域を担う人材（移住者）を確保し、集落の再生や活性化に向けた取り組みを支援する。H26年度に地域プラン
　を作成し、認定された地域を対象とする。
　移住者生活支援
　　居住する移住者の生活支援・地域活性化の取り組みについて奨励金を支払う
　　2,500,000円×5世帯＝12,500,000円
　移住者住宅取得等支援
　　移住者が住宅取得する際の費用又は地域活動に必要な経費を支援する
　　2,500,000円×5世帯＝12,500,000円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】県移住定住推進交付金(補助率1/2)　　　　　　　　　1,000千円
　　　　専任相談員活動活動経費（報酬・社会保険料・旅費）2,588,894円×1/2（上限1,000千円）
　　　県若者定住等による集落活性化総合対策事業補助金（補助率2/3)　16,660千円
　　　　移住者生活支援2,500,000円×5世帯×2/3
        移住者住宅取得支援2,500,000円×5世帯×2/3
　　　県子育て応援市町村交付金（補助率1/2)　　　　　　　 263千円
        出会い力アップセミナー526,550×1/2
【その他】若者の定住化促進基金繰入金　　 　　　　　　 10,992千円
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担 当 課 施 策

事 業 名 42

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

6,600 13,096

地域づくり支援課 【戦略】22 地域における人と人の結びつきを強め、地域力を高める

集落支援員活用事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 企画費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

13,196 100

事業の目的・意図

　集落支援員を配置し、集落巡回・集落点検を通して地域の現状や課題を把握する。
　地域の実情に応じた集落の維持・活性化策を検討し、集落支援策の取り組みを行う。

事業の概要（積算根拠　等）

集落支援員の配置（継続配置：明倫・関金・北谷地区　新規配置：上北条・灘手・社・小鴨地区）

・集落支援員報酬、社会保険料（７名）　　11,988千円
　報酬（継続配置３名）132,700円×12月×2人=3,184,800円、139,800円×12月×1人=1,677,600円
　報酬（新規配置４名）136,900円×10月×4人=5,476,000円　合計10,338,400円
　社会保険料（７名）　10,338,400円×159.49/1000=1,648,872円

・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 145千円
　集落支援員研修（中山間研究センター）13,100円×3人×1回=39,300円　13,100円×4人×2回=104,800円

・消耗品費（コピー用紙、封筒等）　　　　 　380千円

・通信運搬費、コピー機使用料　　　　　　　 123千円
　
・機械器具費（４地区ノートパソコン）　　　 360千円

・北谷地区集落活性化事業費補助金　 200千円
　北谷地区住民が主体となった結婚推進事業に対し必要な経費を支援する。

担 当 課 施 策

事 業 名 43

会計・予算科目 会計 一般 款 2 項 1 目 7

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

144,218 4,637

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】みんなで支え合う中山間地域づくり総合支援事業費補助金（補助率1/2)　100千円
       北谷地区集落活性化事業費補助金　200,000円×1/2

地域づくり支援課 【戦略】25 にぎわいのあるまちなかを再生する

シビックセンターたからや跡地整備事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

総務費 総務管理費 企画費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

92,137 87,500

事業の目的・意図

　シビックセンターたからや跡地を有効利用するため、観光駐車場及びトイレを整備するもの。
　　観光駐車場（面積4,400㎡、大型バス7台、乗用車65台（身体障がい者等用含む））、トイレ（60㎡）

事業の概要（積算根拠　等）

【起債対象】
・シビックセンターたからや跡地公衆用トイレ建築工事に伴う監理委託料　1,428千円
・シビックセンターたからや跡地観光駐車場整備事業　67,435千円
・シビックセンターたからや跡地公衆用トイレ建築工事　23,274千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【地方債】合併特例債（充当率95％）　　87,500千円
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担 当 課 施 策

事 業 名 100

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

8,079 5,801

観光交流課 【戦略】５ 観光・コンベンションを基軸に、まちの集客力を高める

地域資源観光活用事業（関金地区） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

商工費 商工費 観光費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

7,642 1,841

事業の目的・意図

　関金温泉及び東大山の自然等を活用し、旧老舗旅館を交流拠点整備及び賑わい創出、農村体験修学旅行の誘
致、ヘルスツーリズムの商品化等をおこない、関金温泉及び中山間地域への観光客の誘客をおこなうもの。

事業の概要（積算根拠　等）

（１）関金温泉グランドデザインの推進
元老舗旅館を改修し、関金温泉に賑わいと交流の拠点を創出するため、関金しゃあまけ笑会に補助金を交付す
る。
○関金温泉グランドデザイン推進事業費補助金7,498千円
（元老舗旅館改修費5,524千円、家賃光熱水費1,080千円、事務賃金674千円、消耗品220千円）
【改修内訳】
（電気工事2,867千円、厨房水道工事879千円、厨房内装工事778千円、原材料費1,000千円）

（２）旧国鉄倉吉線廃線跡除草作業
旧国鉄倉吉線の廃線跡を活用したトレッキングによる誘客を図るため除草作業を行う。
○旧国鉄倉吉線廃線跡除草作業手数料144千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】温泉地を愉しむ空間創出プロジェクト支援事業補助金　1,841千円
　　　　元老舗旅館改修費5,524千円×補助率1/3

担 当 課 施 策

事 業 名 100

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 2,821

観光交流課 【戦略】５ 観光・コンベンションを基軸に、まちの集客力を高める

地域おこし協力隊による関金活性化事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

商工費 商工費 観光費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

2,821

事業の目的・意図

　関金温泉グランドデザインを推進するため、地域おこし協力隊（総務省）を配置し、各プロジェクトの活性化
及び連携を図るもの。

事業の概要（積算根拠　等）

（１）地域おこし協力隊の募集
　　　説明会旅費125千円、消耗品30千円、説明会手数料200千円、会場借上料100千円

（２）地域おこし協力隊の配置
　　　報酬＠145,600円×7月＝1,020千円、共済費163千円、燃料費114千円、印刷製本費（名刺）5千円
　　　役務費（PHS）21千円、手数料（建物仲介手数料）44千円、自動車借上料245千円
　　　宿舎借上料＠40,000円×7月＋礼金＝320千円、事務用パソコン107千円

（３）スキル向上を図る研修会への参加
　　　研修旅費217千円、研修参加負担金10千円

（４）関金温泉グランドデザイン進捗会議の開催・地域活動団体の活動支援
　　　活動消耗品100千円

主な特定財源（名称、金額　等）
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担 当 課 施 策

事 業 名 57

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 16,133 7,372

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】社会保障・税番号制度システム整備費補助金　16,133千円
      負担割合：国民年金システム：国10/10
　　　　　　　　その他システム　：国 2/3、市1/3

事業の目的・意図

・「社会保障・税番号法制度」の着実な実施のため、制度の導入に係る情報基盤の整備を図るもの。

事業の概要（積算根拠　等）

社会保障・税番号制度システム改修委託料　　生活保護システム　　　　　2,903,040円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障がい者福祉システム　　　3,029,400円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　児童福祉システム　　　　　3,300,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国民健康保険システム　　　4,512,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　後期高齢者医療システム　　2,000,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　介護保険システム　　　　　4,300,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　健康管理システム　　　　　2,067,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国民年金システム　　　　　1,393,000円

福祉課 11 障がいの有無にかかわらず、社会参加できる環境を整える

社会福祉総務（社会保障・税番号制度システム改修） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

23,505

担 当 課 施 策

事 業 名 58

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 1 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 13,888 5,060

福祉課 12 社会保障制度を適正に運用する

生活困窮者自立支援 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 社会福祉費 社会福祉総務費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

20,414 1,466

事業の目的・意図

　生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援事業等の実施と住
居確保給付金等の支給を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・自立相談支援事業　委託料 11,862千円
　　就労その他の自立に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成等を実施

・家計相談支援事業  委託料 2,966千円
　　家計に関する相談、家計管理に関する指導、貸付のあっせん等を実施

・住居確保給付金等の支給　扶助費 5,586千円
　　離職により住宅を失った生活困窮者等に対し家賃相当の給付金を支給
　　　住居確保給付　(単身)34千円×10人×6月＝2,040千円 　(複数)44千円×10人×6月＝2,640千円
　　  住宅支援給付 （単身)34千円× 5人×3月＝  510千円 　(複数)44千円× 3人×3月＝  396千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】生活困窮者自立支援事業費負担金　自立相談支援事業 11,862千円×3/4 ＝8,896千円
                                    　住居確保給付金    4,680千円×3/4 ＝3,510千円
　　　生活困窮者自立支援事業費補助金　家計相談支援事業  2,966千円×1/2 ＝1,482千円
【県】離職者等生活困窮者支援事業費補助金  住宅支援給付    906千円×10/10＝ 906千円
      総合相談モデル事業費補助金　　　自立相談支援事業    560千円（定額）
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担 当 課 施 策

事 業 名 76

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 3 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 3,333 4,996

事業の概要（積算根拠　等）

○就労準備支援事業委託料　　8,329千円
　支援員2名（専任1名・兼任1名）体制で以下の事業を実施する。
　１　ボランティア活動体験事業
　    　ボランティア活動等の体験機会を定期的に提供。活動参加を通じて被保護者の基礎能力や社会参加意欲
　　　を高める。
　２　中間的就労支援事業（就労体験、職業訓練等）
　      就労体験やセミナー等の職業訓練の機会を提供し、被保護者の就業能力を高めるとともに、支援対象者
　　　の能力に応じた求人を開拓し、就職のマッチングを行う。

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】被保護者就労準備支援事業費補助金　3,333千円

8,329 　 　 　

事業の目的・意図

　社会適応能力に問題を抱えていたり、勤労意欲が低下している被保護者の自立を助長するための新たな自立支
援プログラムとして、個々の状況に応じ、ボランティア活動体験、就労体験から就職まで一貫した支援を行うも
の。

生活保護（就労準備支援事業） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 生活保護費 扶助費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

福祉課 12 社会保障制度を適正に運用する

担 当 課 施 策

事 業 名 68

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

38,952 18,119 22,975

事業の目的・意図

　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学する児童の健全な育成を図るため、市内民間放課後児童
クラブを対象に、授業の終了後に児童厚生施設等を利用して適切な遊び及び生活の場を与える事業を委託するも
の。

事業の概要（積算根拠　等）

【委託対象団体】　11団体　合計　61,889千円
ぶるーむ学級　　　9,151,770円　　倉吉東学童クラブ　5,715,500円
みのりクラブ　　　6,438,000円　　成徳学童クラブ　　6,160,900円
上北条児童クラブ　6,586,000円　　灘手児童クラブ　　2,952,250円
上小鴨学童クラブ　5,724,850円　　社児童クラブ　　　5,090,750円
【新規】河北地区児童クラブ　　5,721,575円
【新規】小鴨地区児童クラブ　　5,721,575円
【新規】上灘地区児童クラブ　　2,625,788円
≪建物借上料≫
旧河北中学校施設使用料　　　　935千円
灘手児童クラブ移転施設使用料　155千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】地域子ども・子育て支援事業交付金（放課後児童健全育成事業：1/3）　　18,119千円
【県】地域子ども・子育て支援事業費補助金（放課後児童健全育成事業：1/3）　21,885千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

62,979 21,885

子ども家庭課 【戦略】17 子どもたちの心身ともに健やかな成長を促す

児童健全育成 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費
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担 当 課 施 策

事 業 名 67

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

46,406 11,439 18,146

事業の目的・意図

　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に児童厚生施設等を
利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図るもの。
実施場所　市内７施設で週５日～６日開設。障がい児受入。
※７施設：上井（ポプラ学級）、高城、明倫、北谷、小鴨、関金、山守

事業の概要（積算根拠　等）

≪報酬≫  学童保育指導員　　　　7人　 13,499千円
≪共済費≫学童保育指導員　　　　　　　 2,153千円
　　　　　学童保育指導員補助　　 　      216千円
　　　　　長期アルバイト                  13千円
          労災　　　　　　　　　　　     126千円
≪賃金≫　学童保育指導員補助　 21人   26,631千円
　　　　　長期休暇アルバイト　　7人　　2,422千円
≪その他運営経費≫　　　　　   　　　  6,545千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】放課後児童健全育成事業交付金（1/3）　11,439千円
【県】放課後児童健全育成事業補助金（1/3）　15,150千円
【その他】利用料　　　　　　　　　　　　　  6,552千円
　　　　　保険代　　　　　　   　　　　　　 　318千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

51,605 15,150 6,870

子ども家庭課 【戦略】17 子どもたちの心身ともに健やかな成長を促す

公立放課後児童クラブ運営 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

担 当 課 施 策

事 業 名 68

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 2 目 1

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 2,133 9,427

事業の目的・意図

　子ども・子育て支援新制度により、放課後児童クラブの対象年齢が拡大され、利用児童数の増加が見込まれる
が、現在各小学校区に設置されている児童クラブは、すでに定員以上の児童の受け入れを行っている。そのた
め、新基準に対応することが困難であることから、新たに放課後児童クラブを整備するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

〇上灘小学校学童保育室工事
　　監理委託料　　　　           400千円
　　建物工事費　　　　　　　　 6,000千円
〇西郷地区学童施設新築工事
　　設計監理委託料             6,491千円
　　建物工事費                21,000千円
　　外構工事　　　　　　　　　 1,566千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】　地域子ども・子育て支援事業交付金（1/3）　　　  2,133千円（上灘）
【県】　地域子ども・子育て支援事業補助金（1/3）　　　  2,133千円（上灘）
　　　　放課後児童クラブ整備費補助金（2/3） 　　　　  14,364千円（西郷）
【地方債】社会福祉施設整備事業債（対象経費×80％）　　 7,400千円（上灘1,700千円、西郷5,700千円）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

35,457 16,497 7,400

子ども家庭課 【戦略】17 子どもたちの心身ともに健やかな成長を促す

放課後児童クラブ整備事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費
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担 当 課 施 策

事 業 名 70

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 2 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,676,188 498,683 599,468

事業の目的・意図

　保護者が就労や病気などで、家庭において十分に保育することができない児童を、家庭の保護者にかわって保
育するため、公立保育園の運営及び私立保育園、認定こども園へ委託を行うもの。
　子ども・子育て新制度のスタートにより、子育て支援に対する量の拡充と質の向上を図る。
(公立保育園:10園、私立保育園:13園、認定こども園：3園)

事業の概要（積算根拠　等）

○公立保育園に要する経費
 職員に関する経費（臨時保育士、調理員の雇用、研修、旅費等）  　　　　　          215,757千円
 入所児童の保育に要する経費（保育材料費、賄材料費等） 　　　　　                  64,214千円
 運営に要する経費（光熱水費、電話代、修繕、備品購入、設備の点検、負担金等）       32,635千円
○私立保育園等に要する経費 (運営費委託料、特別保育委託料、広域入所委託料、負担金等)
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,426,799千円
○病後児保育事業に要する経費  6,817千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】保育所運営費負担金　480,125千円、母子家庭自立支援給付金事業補助金　3,147千円
　　　地域子ども・子育て支援事業交付金　15,411千円
【県】保育所運営費負担金　240,061千円、補助金 87,080千円(地域子ども・子育て支援事業費、
　　　第3子保育料軽減子育て支援事業、保育サービス多様化促進事業、低年齢児受入保育士特別配置事業、
　　　子育て応援市町村交付金、産休等代替職員費)
【その他】若者の定住化促進基金繰入金  30,000千円
　　　　　保育料（現年・滞納）、日本スポーツ振興センター保護者負担金   275,054千円
　　　　　職員共食費、広域入所、一時保育利用料、定住自立圏負担金（病後児保育、休日保育）等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15,876千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,746,222 327,141 320,930

子ども家庭課 【戦略】８ 仕事と子育てが両立でき、子供を持つことを社会全体で応援する

保育所運営 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 児童福祉費 保育所費

担 当 課 施 策

事 業 名 71

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 2 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 3,253

事業の目的・意図

　公立保育所の施設整備及び改修等を行うことにより、施設の維持、改善を図り、地域の保育ニーズに対応でき
る保育環境を整備するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

公立保育園（西郷、小鴨、社）の改修工事
(1)西郷保育園と小鴨保育園は、主要間仕切り壁が既存不適格であるため、適法化するための改修を行うもの。
　
(2)社保育園は、耐震診断の結果、天井が地震の際に落下の危険性があることが判明したため、既存天井木下地
を耐震性の高い鋼製へ改修するもの。あわせて、給水管が漏水しているため修繕を行うもの。

〔改修工事〕
１西郷保育園　設計監理委託料　2,017千円、工事請負費　11,811千円
２小鴨保育園　　　　〃　　　　1,527千円、　　〃       6,833千円
３社保育園　　　　　〃　　　　1,117千円、　　〃　　 　6,182千円
〔修繕〕
　社保育園給水管修繕料　2,766千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【地方債】保育所整備事業債（充当率100％、80％）29,000千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

32,253 29,000

子ども家庭課 【戦略】８ 仕事と子育てが両立でき、子供を持つことを社会全体で応援する

公立保育園整備改修事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 児童福祉費 保育所費
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担 当 課 施 策

事 業 名 74

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 2 目 6

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

3,277 2,225 2,473

事業の概要（積算根拠　等）

・乳児全戸訪問（報償費、消耗品費等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　823千円
・養育支援訪問（報償費、消耗品費等）　　　　　　　　　　　　　　　　 　 1,050千円
・児童虐待防止等研修会（講師謝金、会場借上料）　　　　　                　180千円
・子育て支援短期利用事業（ｼｮｰﾄｽﾃｲ・ﾄﾜｲﾗｲﾄｽﾃｲ委託料）　              　　1,200千円
・児童相談協力員（非常勤嘱託）の配置（報酬、共済費）　　　     　　 　　1,966千円
・研修派遣（旅費、受講料等）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　500千円
・要保護児童対策地域協議会運営（報償費等）　　　　           　　    　　　34千円（補助対象外）
・家庭児童相談室運営（旅費、消耗品等）　　　　　　　　                   　60千円（補助対象外）

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】児童虐待防止対策等支援事業補助金（1/2）
　　　・非常勤嘱託　1,966千円×1/2 ≒    982千円
　　　・研修派遣　　　358千円×1/2 ≒    178千円
【国】地域子ども・子育て支援事業交付金（1/3）　補助基準額　3,198千円×1/3 ≒ 1,065千円
【県】地域子ども・子育て支援事業費補助金（1/3）補助基準額　3,198千円×1/3 ≒ 1,065千円
　　　※対象事業：乳児全戸訪問、養育支援訪問、児童虐待防止等研修会、子育て支援短期利用事業
【その他】子育て支援短期利用事業 利用者負担金 50千円

5,813 1,065 50

事業の目的・意図

　家庭における適正な児童の養育、その他児童のいる家庭の福祉の向上を図るため、子どもに関わる各種関係機
関と連携する中で、相談業務、乳幼児の全戸訪問、支援が必要な家庭への養育支援訪問及び子育て支援短期利用
事業等を実施するもの。
　あわせて、児童福祉法に基づき設置している倉吉市要保護児童対策地域協議会の調整機関として、児童虐待の
対応及び防止、支援が必要と思われる児童や特定妊婦に対する支援等を行うもの。

家庭児童相談室運営 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 児童福祉費 家庭児童相談室費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

子ども家庭課 【戦略】17 子どもたちの心身ともに健やかな成長を促す

担 当 課 施 策

事 業 名 61

会計・予算科目 会計 一般 款 3 項 1 目 4

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

1,239 2,130

【その他】子育て支援短期利用事業 利用者負担金　   50千円

事業の目的・意図

　タッチパネルを利用した簡易検査で認知症を早期に発見し、医療機関との連携を図りながら適切な診断・治療
を行い、認知症になっても地域で安心して暮らし続けることができるようにする。
　中部成年後見支援センターの運営を支援し、認知症高齢者等の権利擁護を図る。

事業の概要（積算根拠　等）

認知症にかかる支援体制整備事業(定住自立圏)　　　　　　　　2,130千円
・タッチパネル整備活用事業
・中部成年後見支援センター運営事業

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

2,130

長寿社会課 【戦略】10 高齢者が生涯現役で活躍できるまちをつくる

認知症にかかる支援体制整備事業（定住自立圏） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

民生費 社会福祉費 老人福祉費
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担 当 課 施 策

事 業 名 90

会計・予算科目 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

16,832 6,218

事業の目的・意図

　「新甘泉」「秋甘泉」をはじめとした梨新品種の生産拡大、高齢化に対応する機械の共同利用、戦略的な出荷
による価格安定など攻めの対策を実施することにより、鳥取県梨産業活性化ビジョンの実現を図る。

事業の概要（積算根拠　等）

■「新甘泉」「秋甘泉」特別対策事業
・やらいや果樹園整備（県3/4）
　果樹棚整備　4,060千円×3/4＝3,045千円
・生産基盤整備対策（県2/3)
　苗木　100本×2,500円/本×2/3＝167千円
　網掛け施設整備　2,509千円×2/3＝1,673千円
・育成促進対策（県1/2　市1/2）
　新植・全面改植　50a×200千円/10a＝1,000千円
■低コスト・体制強化事業（県1/3　市1/6）
　2,634千円×1/2＝1,317千円
■二十世紀梨適熟出荷体制整備事業（県1/3　市1/3）
　79,166ケース×200円/ケース×2/3＝10,555千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】「新甘泉」「秋甘泉」特別対策事業
・やらいや果樹園整備　4,060千円×3/4＝3,045千円
・生産基盤整備対策　2,759千円×2/3＝1,839千円
・育成促進対策　1,000千円×1/2＝500千円
【県】低コスト・体制強化事業　2,634千円×1/3＝878千円
【県】二十世紀梨適熟出荷体制整備事業　15,833千円×1/3＝5,277千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

17,757 11,539

農林課 【戦略】２ 農林水産業の魅力と可能性を最大限に引き出し、活力を高める

鳥取梨生産振興事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

農林水産業費 農業費 農業振興費

担 当 課 施 策

事 業 名 89

会計・予算科目 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 500

事業の目的・意図

　極実スイカ等本市農産物の一層のブランド化を推進するため、市場における差別化を図るための販売促進、使
用資材等に要する経費を助成し、支援するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

（事業実施主体）鳥取中央農業協同組合
（補助対象事業費）1,000千円

□極実スイカのブランド化
  市場で一定の評価を受けている極実すいかの更なるブランド化に向けた取り組み支援するため、高糖度極実す
いかの差別化による販売戦略に基づき、パッケージ・貼付シール・カット用包装フィルムなどの販売資材の工夫
をするもの。

□補助率（単市）　1/2

■　1,000千円×1/2＝500千円

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

500

農林課 【戦略】２ 農林水産業の魅力と可能性を最大限に引き出し、活力を高める

地域特産品づくり事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

農林水産業費 農業費 農業振興費
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担 当 課 施 策

事 業 名 88

会計・予算科目 会計 一般 款 6 項 1 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 1,040 0

担 当 課 施 策

事 業 名 91

会計 算科 般 款 項 目

土地改良（農業水利施設保全合理化及び農業基盤整備） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

農林水産業費 農業費 農地費

農林課 【戦略】２ 農林水産業の魅力と可能性を最大限に引き出し、活力を高める

事業の目的・意図

　漢方製剤・生薬の原料となる薬用作物の国内産地を目指し、地域の条件にあった栽培技術等の最適化を図るた
め、実証ほを設置し、耕作放棄地の活用や中山間地域の活性化に繋げる。

事業の概要（積算根拠　等）

　候補となる薬用作物を選定する上で複数品目の実証ほ設置に要する経費及び必要とされる技術指導、成果物の
検査等に要する経費
　・記帳手当　　　　　　　　　　 60千円
　・技術指導員旅費　　　　　　　240千円
　・資材購入費など　            504千円
　・生産物の分析検査手数料など　221千円
　・実証ほ借上料　               15千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】産地活性化総合対策事業推進補助金（薬用作物等地域特産作物産地確立支援事業）
　　　薬用作物産地確立支援事業費補助金　1,040千円［国1/2］１年に限り10/10

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,040

農林課 【戦略】２ 農林水産業の魅力と可能性を最大限に引き出し、活力を高める

薬用作物産地確立支援事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

農林水産業 農業費 農業振興費

会計・予算科目 会計 一般 款 6 項 1 目 5

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 5,470

事業の概要（積算根拠　等）

○団体営農業水利施設保全合理化事業(天神野地区：受益339.9Ha、受益者630戸)
　・用水路の除塵機の設置（２基）、狼谷ため池油圧ポンプの更新（1式）、総事業費80,000千円（H27～28）
　・本年度事業費15,000千円（測量設計業務　一式）

○農業基盤整備事業
　・輪王寺（用水路整備：L=300ｍ）、大倉土地改良区（谷：樋門1箇所）、総事業費18,000千円（H26～27）
　・本年度事業費　輪王寺11,000千円(整備工事)、大倉土地改良区5,000千円（整備工事）

○県営農業水利施設保全合理化事業（久米ヶ原：受益335.0ha）
　・導水路更新L=200m、総事業費180,000千円（H26～29）
　・本年度事業費50,000千円×市負担10%＝5,000千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】団体営農業水利施設保全合理化事業費補助金（国50/100、県15/100）　15,000千円×65/100＝9,750千円
【その他】地元分担金　15,000千円×20/100＝3,000千円

【県】農業基盤整備事業費補助金（国50/100、県17/100）16,000千円×67/100＝10,720千円
【その他】地元分担金　16,000千円×16/100＝2,560千円

【地方債】土地改良事業債　5,000千円×90％＝4,500千円

36,000 20,470 4,500 5,560

事業の目的・意図

　農地の保全及び農業経営の発展のために、農業用施設の適正な維持管理を図るもの。
　・団体営農業水利施設保全合理化事業（天神野地区：除塵機、ポンプ)
　・農業基盤整備事業(輪王寺：用水路、大倉土地改良区：谷 樋門)
　・県営農業水利施設保全合理化事業(久米ヶ原：導水路)

農林水産業費 農業費 農地費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他
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担 当 課 施 策

事 業 名 97

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

559,272 42,206

事業の目的・意図

　灘手工業用地を再整備し、医療機器関連企業を誘致するための必要な業務を実施し、地域産業の活性化と雇用
の創出を図る。

事業の概要（積算根拠　等）

〇調査委託料
〈内容〉◇工損（事後）調査業務　　1,500千円
○監理委託料
〈内容〉◇貸工場建設工事監理業務 15,520千円
○工事請負費
〈内容〉◇貸工場建設工事　　　1,127,620千円
　　　　◇上部造成地外構工事　　108,000千円
　　　　◇下部造成地造成工事　　 65,000千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】灘手工業用地再整備事業補助金　90,934千円
【地方債】地域活性化事業債　　　 1,184,500千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,317,640 90,934 1,184,500

商工課 【戦略】３ ものづくり産業の競争力を高めるための環境を整える

医療機器関連企業誘致事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

商工費 商工費 商工業振興費

担 当 課 施 策

事 業 名 97

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 137,681

事業の目的・意図

　雇用の創出、及び地域の活性化につなげるため、市内企業の事業拡大（工場新設）に係る用地を確保するも
の。
　測量設計や造成・整備工事の他、再整備の影響を受ける中尾遺跡の発掘調査を実施する。

事業の概要（積算根拠　等）

○委託料　　　　　　　18,107千円
・測量設計委託料　　 　9,800千円
・工事委託料　　　　 　7,596千円
・不動産鑑定委託料 　　　711千円
○工事請負費　　　　　68,856千円
○公有財産購入費　　　25,000千円
○発掘調査に係る経費　15,436千円

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

137,681

商工課 【戦略】３ ものづくり産業の競争力を高めるための環境を整える

大谷工業団地再整備事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

商工費 商工費 商工業振興費
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担 当 課 施 策

事 業 名 98

会計・予算科目 会計 一般 款 7 項 1 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 4,000

事業の目的・意図

　観光、まちづくり等について、誘致企業と連携し情報発信を行うことで、交流人口増加、関連業種を始めとす
る地域全体の活性化に繋げるもの。

事業の概要（積算根拠　等）

○フィギュア展開催委託料　4,920千円
○観光マップ作製委託料　    700千円
○コラボグッズ作製委託料  　500千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】まんが王国発ソフトパワー事業費補助金　4,000千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

8,000 4,000

商工課 【戦略】５ 観光・コンベンションを基軸に、まちの集客力を高める

ポップカルチャーによる観光客等誘致促進事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

商工費 商工費 観光費

担 当 課 施 策

事 業 名 110

会計・予算科目 会計 一般 款 8 項 4 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

7,000 500

事業の概要（積算根拠　等）

○遊歩道の整備　Ｌ＝27ｍ（L型擁壁27m、表層工25.2㎡）、横断溝2ヶ所
・維持補修工事費　1,858千円
○サル舎第２期改修工事
・監理委託料　　　　500千円
・整備工事費　　 10,466千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】遥かなまち倉吉ふるさと基金繰入金　12,324千円

12,824 12,324

事業の目的・意図

　市の自然物の象徴であり、市民の憩いの場である打吹公園を快適で安心・安全な魅力ある公園とするため、遊
歩道の整備、サル舎改修、適切な維持管理を行うもの。

打吹公園管理（遊歩道整備、サル舎改修） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

土木費 都市計画費 公園費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

管理課 【戦略】29 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える
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担 当 課 施 策

事 業 名 110

会計・予算科目 会計 一般 款 8 項 4 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 2,927

事業の概要（積算根拠　等）

○旧国鉄跡地を利用した緑地帯整備（芝生化事業）　八屋地内
・整備工事費　　4,000千円
○老朽化した公園遊具の更新（３公園：ブランコ２基、すべり台１基）
・整備工事費　　2,927千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】緑を守り育てる基金繰入金　　4,000千円

6,927 4,000

事業の目的・意図

　緑豊かで潤いのある快適で安心・安全な公園施設を確保するため、緑地帯の整備、適切な維持管理を行うも
の。

公園管理事業（緑地帯整備、公園遊具更新） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

土木費 都市計画費 公園費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

管理課 【戦略】29 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

担 当 課 施 策

事 業 名 110

会計・予算科目 会計 一般 款 8 項 4 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 6,384 686

事業の目的・意図

 　国の社会資本整備総合交付金の「公園施設長寿命化対策支援事業」を活用し、平成25年度に策定した倉吉市公
園施設長寿命化計画に基づき、公園施設の長期的かつ適正な維持管理 及びライフサイクルコストの縮減を目的と
して、打吹公園の魅力と来園者の利便性の向上 を図り、また公園利用者の安全性を確保するため打吹公園の整備
を行う。

事業の概要（積算根拠　等）

  打吹公園羽衣池太鼓橋改修　  　　　 [H26：測量設計済]
 打吹公園中央トイレ屋根改修

・工事請負費（整備工事）          12,000 千円（打吹公園羽衣池太鼓橋改修工事）
                                     770 千円（打吹公園中央トイレ屋根改修工事）

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】社会資本整備総合交付金（1/2）    　　    6,384 千円（防災・安全交付金 [長寿命化対策]）
【地方債】公園整備事業債（充当率90％）         5,700 千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

12,770 5,700

管理課 【戦略】29 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

公園施設長寿命化対策支援事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

土木費 都市計画費 公園費
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担 当 課 施 策

事 業 名 103

会計・予算科目 会計 一般 款 8 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 10,800

担 当 課 施 策

事 業 名 111

会計・予算科目 会計 一般 款 8 項 5 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

283,253 313,672 2,047

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

629,319 313,600

景観まちづくり課 【戦略】29 ゆとりと潤いにあふれた住環境を整える

地域住宅交付金事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

土木費 住宅費 住宅建設費

地方債 その他

10,800

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県

景観まちづくり課 41 公共施設の維持管理の最適化に向けた取組を進める

営繕（公共施設マネジメント計画作成） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

土木費 土木管理費 建築指導

事業の目的・意図

　平成26年４月24日付の総務大臣通知で作成を求められた「公共施設等総合管理計画」のうち、建築物部分の基
礎資料となる公共施設マネジメント計画（公共施設白書）を作成するもの。

事業の概要（積算根拠　等）

公共施設マネジメント計画作成業務委託料　10,800千円

主な特定財源（名称、金額　等）

事業の目的・意図

　社会資本整備計画（地域住宅計画Ⅱ期　計画期間：平成24年度～平成28年度）に基づく事業を行うもの。
　　市営大坪住宅建替事業：大坪住宅敷地内に60戸の市営住宅を建替える。
　　平成25年度：大坪住宅建替えに伴う基本設計、実施設計、地質調査。
　　平成26年度～平成28年度：大坪住宅建替えに伴う解体および建設。

事業の概要（積算根拠　等）

大坪住宅建替工事　第Ⅱ期工事
○設計業務委託料
＝建設＝
（ＲＣ）Ｂ棟4階建24戸 28,953千円
（木造）2階建3DK 4戸、平屋建2DK 4戸、平屋建2K 4戸　10,229千円
＝解体＝
大坪20戸　976千円
大坪10戸、金谷A19戸B20戸、滝川22戸　1,955千円
○監理委託料
＝建設＝
（ＲＣ）Ａ棟4階建24戸　8,000千円（第Ⅰ期工事）
（ＲＣ）Ｂ棟4階建24戸　全体12,493千円　4,990千円（H28債務負担行為　7,503千円）
（木造）2階建3DK 2戸、平屋建2DK 2戸、平屋建2K 2戸　8,745千円
＝解体＝
大坪20戸　912千円
○撤去工事
大坪住宅20戸　33,380千円
○整備工事
（ＲＣ）Ａ棟4階建24戸（第Ⅰ期工事）260,548千円
（ＲＣ）Ｂ棟4階建24戸全体　419,000千円　167,595千円（H28債務負担行為　251,405千円）
（木造）2階建3DK 2戸、平屋建2DK 2戸、平屋建2K 2戸　96,811千円
○補償金4,253千円（移転料）

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】　　社会資本整備総合交付金　313,672千円
【地方債】公営住宅建設事業債
　　　　　（起債対象額627,345千円－国庫支出金313,672千円）×充当率100％≒313,600千円
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担 当 課 施 策

事 業 名 121

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 2 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 24,790 17,605

事業の目的・意図

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、耐震性の不足する施設の耐震補強と、老朽改修及び環
境改善工事をあわせて行うもの。
【成徳小学校耐震補強事業計画】
教室棟　 Is値0.3未満　S35～S37年建築　RC造3階建　延床面積2,105㎡
既存校舎(教室棟)の解体工事および新校舎完成までの仮設校舎の設置とその周辺整備工事を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

①仮設校舎設置
　・仮設校舎建設工事監理業務　6,121千円
　・仮設校舎周辺整備工事監理業務　502千円
　・仮設校舎建設工事　239,198千円
　・仮設校舎情報機器移設工事　2,506千円
　・仮設校舎周辺整備工事　7,942千円
　・仮設校舎庁舎器具　485千円
②既存校舎解体工事
　・解体設計業務　5,278千円
　・解体工事監理業務　1,973千円
　・既存校舎解体工事　51,500千円　　ほか

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】公立学校施設整備費負担金(補助率1/2)、学校施設環境改善交付金(補助率1/3)　24,790千円
【地方債】全国防災事業債・緊急防災減災事業債（充当率100%）　278,100千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

320,495 278,100

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

成徳小学校耐震補強事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 小学校費 学校建設費

担 当 課 施 策

事 業 名 121

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 2 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

22,392 36,049 75

事業の目的・意図

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、耐震性の不足する施設の耐震補強と、老朽改修及び環
境改善工事をあわせて行うもの。
【上灘小学校耐震補強事業計画】
特別・普通教室棟耐震補強事業　Is値0.52　S55年建築　RC造3階建　延床面積1,127㎡

事業の概要（積算根拠　等）

特別・普通教室棟耐震補強事業
・耐震補強工事監理業務　3,141千円
・耐震補強工事　　　　109,283千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】公立学校施設整備費負担金(補助率1/2)、学校施設環境改善交付金(補助率1/3)　36,049千円
【地方債】全国防災事業債・緊急防災減災事業債（充当率100%）　76,300千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

112,424 76,300

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

上灘小学校耐震補強事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 小学校費 学校建設費
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担 当 課 施 策

事 業 名 121

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 2 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

4,864 55,216 21

事業の目的・意図

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、耐震性の不足する施設の耐震補強と、老朽改修及び環
境改善工事をあわせて行うもの。
【灘手小学校耐震補強事業計画】
　管理教室棟耐震補強事業　Is値0.63　S54年建築　RC造3階建　延床面積1,770㎡

事業の概要（積算根拠　等）

管理教室棟耐震補強事業
・耐震補強工事監理業務　4,371千円
・耐震補強工事　159,066千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】学校施設環境改善交付金(補助率1/2、1/3)　55,216千円
【地方債】全国防災事業債・緊急防災減災事業債（充当率100%）　108,200千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

163,437 108,200

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

灘手小学校耐震補強事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 小学校費 学校建設費

担 当 課 施 策

事 業 名 121

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 2 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

6,283 61,771 20

事業の目的・意図

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、耐震性の不足する施設の耐震補強と、老朽改修及び環
境改善工事をあわせて行うもの。
【上小鴨小学校耐震補強事業計画】
　管理教室棟耐震補強事業　Is値0.46　S54年建築　RC造3階建　延床面積1,923㎡

事業の概要（積算根拠　等）

管理教室棟耐震補強事業
　・耐震補強工事監理業務　4,747千円
　・耐震補強工事　      182,344千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】学校施設環境改善交付金(補助率1/2、1/3)　61,771千円
【地方債】全国防災事業債・緊急防災減災事業債（充当率100%）　125,300千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

187,091 125,300

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

上小鴨小学校耐震補強事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 小学校費 学校建設費
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担 当 課 施 策

事 業 名 121

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 2 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 116,920 26

事業の目的・意図

　児童生徒及び地域の災害時避難場所の安全確保のため、耐震性の不足する施設の耐震補強と、老朽改修及び環
境改善工事をあわせて行うもの。
【明倫小学校耐震補強事業計画】
　①普通特別教室棟耐震補強事業　Is値0.57　S51年建築　RC造3階建　延床面積1,225㎡
　②管理教室棟耐震補強事業　Is値0.44～0.68　S32～S40年建築　RC造3階建　延床面積2,879㎡

事業の概要（積算根拠　等）

①普通特別教室棟耐震補強事業
　・耐震補強工事監理業務　3,196千円
　・耐震補強工事　105,126千円
②管理教室棟耐震補強事業
　・耐震補強工事実施設計業務　11,670千円
　・耐震補強工事監理業務　6,298千円
　・耐震補強工事　265,256千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】学校施設環境改善交付金(補助率1/2、1/3)　116,920千円
【地方債】全国防災事業債・緊急防災減災事業債（充当率100%）　274,600千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

391,546 274,600

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

明倫小学校耐震補強事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 小学校費 学校建設費

担 当 課 施 策

事 業 名 121

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 2 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 63,695 1

事業の目的・意図

　市内小学校の屋内運動場の非構造部材である天井、照明器具等の耐震化を行うことで、避難所でもある屋内運
動場の防災機能を強化する。

事業の概要（積算根拠　等）

・天井等落下防止対策工事実施設計業務　4,546千円
・天井等落下防止対策工事監理業務    　3,239千円
・天井等落下防止対策工事　          181,411千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】学校施設環境改善交付金(補助率1/3)　63,695千円
【地方債】全国防災事業債・緊急防災減災事業債（充当率100%）　125,500千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

189,196 125,500

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

小学校屋内運動場等天井等落下防止対策事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 小学校費 学校建設費
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担 当 課 施 策

事 業 名 121

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 2 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 17,014

事業の目的・意図

　児童数の増加により算数などの少人数指導のための教室不足が恒常的に発生している状況で、平成29年度には
普通教室も不足すると予測されるため、校舎を増築し、児童への細やかな指導を行える施設環境とするもの。

事業の概要（積算根拠　等）

・増築工事設計委託料　17,014千円

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

17,014

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

小鴨小学校校舎増築事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 小学校費 学校建設費

担 当 課 施 策

事 業 名 125

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 3 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 12,622 78

事業の目的・意図

　児童生徒及び地域の避難所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完了を図る。
　　柔剣道場　S48年建築　W造平屋建　延床面積320㎡

事業の概要（積算根拠　等）

・柔剣道場耐震補強工事監理業務　8,027千円
・柔剣道場耐震補強工事　　　　 66,973千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】学校施設環境改善交付金(補助率1/3)　12,622千円
【地方債】全国防災事業債・緊急防災減災事業債（充当率100%）　62,300千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

75,000 62,300

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

西中学校耐震補強事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 中学校費 学校建設費
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担 当 課 施 策

事 業 名 125

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 3 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 27,966 6

事業の目的・意図

　市内中学校の屋内運動場の非構造部材である天井、照明器具等の耐震化を行うことで、避難所でもある屋内運
動場の防災機能を強化する。

事業の概要（積算根拠　等）

・天井等落下防止対策工事実施設計業務　3,618千円
・天井等落下防止対策工事監理業務　　　2,099千円
・天井等落下防止対策工事　　　　　 　77,355千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】学校施設環境改善交付金(補助率1/3)　27,966千円
【地方債】全国防災事業債・緊急防災減災事業債（充当率100%）　55,100千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

83,072 55,100

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

中学校屋内運動場等天井等落下防止対策事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 中学校費 学校建設費

担 当 課 施 策

事 業 名 125

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 3 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 11,985 115

事業の目的・意図

　児童生徒及び地域の避難所の安全確保のため、学校施設耐震化の早期完了を図る。
　　柔剣道場　S48年建築　W造平屋建　延床面積293㎡

事業の概要（積算根拠　等）

・柔剣道場耐震補強工事実施設計業務　6,006千円
・柔剣道場耐震補強工事監理業務　　　2,021千円
・柔剣道場耐震補強工事　　　　　　 66,973千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】学校施設環境改善交付金(補助率1/2、1/3)　11,986千円
【地方債】全国防災事業債・緊急防災減災事業債（充当率100%）　62,900千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

75,000 62,900

教育総務課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

久米中学校耐震補強事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 中学校費 学校建設費
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担 当 課 施 策

事 業 名 118

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 54

事業の目的・意図

　適正配置について保護者、市民等の理解を深めるため、市民シンポジウムを開催するもの。適正配置にともな
う統合準備委員会を立ち上げ、統合を推進していくもの。

事業の概要（積算根拠　等）

　関金小・山守小統合準備委員会を立ち上げ、総務部会、学校教育部会、ＰＴＡ組織部会を置き、具体的に統合
準備を推進していく。
　学校教育課内に学校統合準備室を設置し、関金小・山守小統合準備委員会の運営支援を行うとともに、全市の
保護者、市民等の適正配置についての理解を深める取組を推進していく。

市民シンポジウム開催
報償費　　　14千円（倉吉市民シンポジウム・パネリスト謝礼）
会場借上料　40千円（倉吉市民シンポジウム）

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

54

学校教育課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

適正配置準備 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 教育総務費 事務局費

担 当 課 施 策

事 業 名 117

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 1 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 0

事業の目的・意図

　学習面や行動面で何らかの困難を示す児童生徒の学校生活への不適応を防ぐため、小学校低学年の読み書きの
困難さを早期発見・早期支援、授業や指導方法の改善等について研究事業を行うもの。

事業の概要（積算根拠　等）

報酬　　　　2,784千円（発達障がい支援アドバイザー 232,000円×12ヶ月×1人）
共済費　　　　453千円
報償費　　 　　40千円
旅費　　　 　　69千円
消耗品費  　　273千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【県】早期支援研究事業費補助金（10/10）　3,619千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

3,619 3,619

学校教育課 【戦略】16 豊かな心とたくましく生きる力をもつ子どもを育成する

早期支援研究事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 教育総務費 事務局費
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担 当 課 施 策

事 業 名 136

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 5 目 2

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 26,292 27,542

体育施設維持管理（体育施設改修） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費

23,600

生涯学習課 18 一人ひとりのライフサイクルに応じた学習・スポーツの機会を確保する

事業の目的・意図

　関金農林漁業者等健康増進施設の屋根が老朽化し雨漏りが発生しているため、改修工事を行うもの。
　市営陸上競技場横駐車場の管渠（葵西谷川）は、老朽化による損傷が激しく、平成26年度に測量設計を行って
おり、27年度は改修工事を行う。

保健体育費 体育施設費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

地方債 その他

77,434

 【国】社会資本整備総合交付金（1/2）　52,584千円×1/2＝26,292千円
 【地方債】教育施設整備事業債　52,584千円×1/2×90％ ≒23,600千円

事業の概要（積算根拠　等）

委託料
　・【新】関金農林漁業者等健康増進施設屋根改修工事設計監理委託料　　2,821千円
工事請負費
　・【新】関金農林漁業者等健康増進施設屋根改修工事　　　　　　　 　22,029千円
　・【新】市営陸上競技場横駐車場管渠（葵西谷川）改修工事　　　　 　52,584千円

主な特定財源（名称、金額　等）

県

担 当 課 施 策

事 業 名 127

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 4 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

48,673 15,148 875

事業の目的・意図

　倉吉市打吹玉川伝統的建造物群保存地区の歴史的景観を守るため、所在する伝統的建造物の修理・修景を行う
もの。倉吉町並み保存会とともに、移住定住、商店の復活など地域の諸問題に取り組み中心市街地の活性化を図
る。

事業の概要（積算根拠　等）

　地区住民の住環境を整備し、これを市内外に売り込むとともに伝建地区の活性化を図る。
　中心市街地活性化着手に伴い保存計画を見直し地区の個性を活かした活性化を図る。

[伝建建造物の修理・修景に係る経費]
伝建群保存審議会委員報酬　　2,000円×63人 　＝　126千円
建築物保存修理・修景事業補助金　6件　　　　　28,644千円

【新規】[保存計画見直しに係る経費]
保存対策調査委員謝金　　2,000円×12人　＝　      24千円
保存対策調査委員旅費　28,940円×2人・日＝      　58千円
建築物調査業務委託料　建物カルテ修正調査　  　1,323千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】伝統的建造物群保存事業費補助金 　28,808千円× 1/2＝14,404千円
　　　伝統的建造物群保存対策調査補助金　1,488千円× 1/2＝   744千円
【県】伝統的建造物群保存事業費補助金 　28,808千円× 1/6＝ 4,801千円
　　　伝統的建造物群保存対策調査補助金　1,488千円×1/10＝   148千円
【その他】遥かなまち倉吉ふるさと基金繰入金　　　　　　 　10,000千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

31,074 4,949 10,102

文化財課 19　貴重な歴史文化遺産を守り、育て、伝える

伝統的建造物群保存地区保存事業 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 社会教育費 文化事業費
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担 当 課 施 策

事 業 名 127

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 4 目 3

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 2,872 1,287

事業の概要（積算根拠　等）

〔調査〕    国指定　波波伎神社社叢緊急調査（委員会開催・測量業務等）　  　3,173千円（新）

〔保存修理〕市指定　倉吉淀屋付属建物解体工事（設計監理・工事費）　　　　　2,573千円（新）

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】史跡等保存管理計画等策定費補助金　　（波波伎神社社叢）　　3,173千円　×　1/2　＝　1,586千円
　　　社会資本整備総合交付金　　　　　　　（倉吉淀屋付建物解体）2,573千円　×　1/2　＝　1,286千円
【県】文化財等保存・保護事業費補助金（波波伎神社社叢緊急調査）　3,173千円　×　1/10 ＝　　317千円
【その他】緑を守り育てる基金繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,270千円

5,746 317 1,270

事業の目的・意図

その他

　国指定の天然記念物である波波伎神社社叢は、人手を加えない天然更新による管理を行ってきたが、木の老齢
化が進み、天然更新が難しいと考えられるため、地元をはじめ、国・県・市が協力し、社叢の保存と管理を行う
もの。平成27年度から平成28年度にかけて、保存管理計画策定委員会を設置し、現状と課題、対策についての保
存管理計画を策定する。
　市指定有形文化財である倉吉淀屋の付属屋は、天保9年（1838）年建築でありながら、正面の外観や屋根は現
代の建築にしか見えず、劣化も進んでいるため、修理して江戸時代の外観に復原するとともに、観光客のための
トイレを整備して観光振興の拠点とするもの。

指定文化財保存整備（波波伎神社社叢緊急調査、倉吉淀屋付属建物解体） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 社会教育費 文化事業費

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債

文化財課 19　貴重な歴史文化遺産を守り、育て、伝える

担 当 課 施 策

事 業 名 131

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 4 目 5

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 75,904 15,604

本年度予算額
（千円）

事業の概要（積算根拠　等）

・博物館を半年間（9月～2月）休館し博物館耐震補強工事・屋根外壁改修工事を行う。
　博物館屋根外壁改修工事設計委託料　　　　　　5,581千円
　博物館耐震補強・屋根外壁改修工事監理委託料　3,525千円
　博物館耐震補強工事　　　　　　　　　　　　　31,845千円
　博物館屋根外壁改修工事　　　　　　　　　　　110,861千円
・備品購入費　12,896千円（可動式調湿展示ケース2台）

事業の目的・意図

　来館者に親しみやすく、安全安心な鑑賞環境を提供するため、耐震補強工事、資料展示・保存に大きく支障が
出る雨漏り等の屋根外壁改修工事を博物館を休館して行う。倉吉市出身の人間国宝・大坂弘道氏からの作品寄贈
を受け、市民の鑑賞要望に応えるため温湿度調整が可能で、可動式の展示ケースを購入する。

博物館維持管理（博物館耐震改修、展示ケース購入） 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

主な特定財源（名称、金額　等）

【国】都市公園安全安心対策交付金（1/2)
   （屋根外壁改修工事設計委託料）（屋根外壁改修工事監理委託料）（屋根外壁改修工事）
　　　　　　　　5,581千円　＋　2,739千円　　＋　110,861千円　＝　119,181千円×1/2 ≒　59,589千円
【国】住宅・建築物安全ストック形成交付金（1/2)
    (耐震補強工事）　（耐震補強工事監理委託料）
　　　　　31,845千円　＋　786千円　　＝　　32,631千円×1/2 ≒　16,315千円　　　合計　75,904千円
【地方債】博物館整備事業債　59,589千円×0.9＝53,630千円≒53,600千円
　　　　　　　　　　　　　　16,315千円×0.9＝14,684千円≒14,600千円　　　　　　合計　68,200千円
可動式調湿展示ケース2台
【その他】博物館資料整備基金繰入金（ふるさと納税寄附金）　5,000千円

164,708

19貴重な歴史文化遺産を守り、育て、伝える

68,200 5,000

教育費 社会教育費 博物館費

予算額の
財源内訳

県 地方債 その他

博物館
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担 当 課 施 策

事 業 名 130

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 4 目 5

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 1,342

事業の目的・意図

　「倉吉市緑を守り育てる条例」制定30周年を記念し、夏休み期間中に自然に親しむことを目的とした展覧会を
開催する。市民や協力団体と協同し、生態系や人との関りを紹介する展示に取り組む。

事業の概要（積算根拠　等）

・細密描写で知られる絵本作家・舘野鴻(たての ひろし)の原画展。会期：平成27年8月1日(土)～8月30日(日)
　26日間(月曜休館)　会場：第1-3、5展示室展示点数：原画約80点、標本約300点、倉吉市の名木紹介、その他
　所蔵資料約50点展示内容：舘野鴻絵本『ぎふちょう』、『しでむし』等の原画と絵本に登場する昆虫標本。
　打吹山の紹介。美術・考古・民俗資料も活用して自然をテーマとした展覧会とする。

　展示監視員賃金　354千円
　需用費　　　　　468千円（標本箱、ポスター、チラシ、チケット等）
　役務費　　　　　385千円（作品運送料、立看板）
　展示作業委託料　454千円

主な特定財源（名称、金額　等）

【その他】入館料　525千円

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

1,867 525

博物館 20 文化・芸術活動を活性化し、まちの魅力と格調を高める

特別展「舘野鴻絵本原画展」 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 社会教育費 博物館費

担 当 課 施 策

事 業 名 130

会計・予算科目 会計 一般 款 10 項 4 目 5

前年度予算額
（千円）

国 一般財源

0 2,001

事業の目的・意図

　地元マスメディアと共催事業することにより、効率的・効果的な市民サービスを提供でき、春まつり期間中の
賑わい創出として、市民の期待に応える展覧会を目指す。従来の客層に加え、新たな客層の誘客に繋げるため、
「絵本」をテーマとし、多彩なワークショップや読み聞かせを行うなど、子育て支援を意識した事業内容を展開
する。

事業の概要（積算根拠　等）

・「くまのがっこう」（絵あだちなみ、文あいはらひろゆき）日本を代表する絵本キャラクターの絵本原画展
　会期：平成27年4月11日（土）～　5月10日（日）
　絵本の原画とそれに関連する展示、ワークショップ等イベント開催
　総事業費のうち展示監視員賃金　626千円、開催負担金　1,375千円を倉吉市が負担

主な特定財源（名称、金額　等）

本年度予算額
（千円） 予算額の

財源内訳

県 地方債 その他

2,001

博物館 20 文化・芸術活動を活性化し、まちの魅力と格調を高める

くまのがっこう絵本原画展 予算説明書ﾍﾟｰｼﾞ

教育費 社会教育費 博物館費
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